
 
 
 
 

土壌汚染状況調査の実施・報告 

有害物質の使用等の 
可能性がある場合 

   3,000㎡以上の敷地
での土地の形質変更 

有害物質使用特定施

設等を設置している工場敷

地での土地の形質変更 

有害物質使用届出

施設等の使用廃止 

人の健康被害のおそれがある場合、 
汚染の除去等の措置の実施を命令 

汚染の除去等の措置 

■ 土地の形質の変更をしようと 
 する者は、計画を知事等へ届出 
■ 計画が適切でない場合は、計 
 画の変更を命令   

土地の形質の変更の制限 

土地の所有者等が報告 

汚染状態が指定基準に不適合 

１ ２ ３ 

管理区域の指定・公示 台帳の作成・閲覧 

土地の利用履歴等調査の実施・報告 

土地の所有者等が報告 

大阪府における土壌汚染対策制度 

大阪府における土壌汚染対策制度の見直しの背景 

 

１．９割が法に基づかない土壌汚染調査（自主調査）による汚染の発見 

２．掘削除去による措置が８５％ 

３．汚染土壌の不適正な処理による汚染の拡散 

 

１．土壌汚染の状況を把握するための制度拡充 

(1) 一定規模以上の土壌汚染のおそれのある土地の形質変更時に土壌汚染調査を実施 

(2) 自主調査で土壌汚染が判明した場合、土地の所有者等の申請に基づき、規制対象区

域として指定 

２．規制対象区域の分類  従来 ： 指定区域のみ → 今後 ： ２つの区域に分類  

    区域の分類  ① 土地の形質変更時に届出が必要な区域 →形質変更時要届出区域

② 盛土、封じ込め等の対策が必要な区域  →要措置区域 

３．搬出土壌の適正処理 

(1) 規制対象区域内の土壌の搬出規制（事前届出、計画の変更命令、措置命令） 

(2) 搬出土壌に関する管理票の交付及び保存の義務 

(3) 搬出土壌の処理業についての許可制度の新設 

土壌汚染対策法 改正の概要 

現状と問題点

改正の概要 

 

 

１．土壌汚染の調査について 

（１）土地の使用履歴調査及び土壌汚染調査のあり方 

（２）土地使用者等による自主調査と府制度の関わり 

 

２．汚染が判明した土地について 

対策内容・時期等を明確化した区域指定のあり方 

 

３．法改正に伴う法と条例の整合性について 

 

府制度見直しに当たっての課題 
 

【審議スケジュール（案）】 

５月  環境審議会 諮問 

検討部会 

１１月 環境審議会 答申 

 

 

【法施行スケジュール（見込）】

４月  法改正 

５月～９月 政省令、規則改正 

１０月 一部施行（処理業許可）

来年４月 全面施行 
 

3,000㎡以上の敷地での土地の形質変更 

下記の２５物質

に、ダイオキシン

類を追加 

府

 

条

 

例

調査が必要となるとき 調査対象物質

土
壌
汚
染
対
策
法 

鉛,砒素,ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚ

ﾝなど２５物質  

（特定有害物質）

有害物質使用特定施設の使用廃止 

土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある場合 

有害物質使用特定施設等を設置している工場敷地で

の土地の形質変更 

有害物質使用届出施設等の使用廃止 
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